
　平成29年5月26日民法改正法案が成立し、6月2日に公布されました。今回の改正は不動産

売買にも賃貸にも直接的な影響があります。

◇『瑕疵担保責任』から『契約不適合責任』へ

　民法から瑕疵担保責任の用語がなくなります。現行民法では目的物の欠陥に関する買主の

救済手段として損害賠償請求と解除の二つのみ可能とされています。(免責特約も可能です。)

改正民法では、目的物の補修等の請求や代金減額請求が可能となり、

債務不履行による損害賠償請求や解除も可能です。但し、損害賠償請求や

解除は、売主が売主の責に帰さないことを証明できれば責任を免れます。

免責事項については現行法と同じです。

　　

第126号

ひとくちメモ

経済効果とは、様々なイベント等が国・地域の経済に及ぼす影響の
総体で、それにより、どれだけの金額が動くかの試算です。
昨年のハロウィンの経済効果は、バレンタインを抜いて２位になりました。

1位は断トツで、クリスマスです。
かつて日本においてハロウィンイベントはクリスマスやバレンタインに比べ
あまり身近ではありませんでしたが、数年前からハロウィンイベントの規模が
拡大してます。ディズニーランドやディズニシーではこの期間は、いつもと
違った雰囲気で賑わい、USJも平成29年は過去最高の内容になると言われて
おります。その他、各地域でも様々なハロウィンイベントが開催されてます。
日本でハロウィンイベントが急成長したのは、子供たけでなく

大人も楽しめるイベントに変わったということです。
今後もハロウィンイベント関連は拡大すると予測されています。


